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【自由論題セッション】 
 

自由貿易の揺らぎが海外直接投資に与える影響 

－東アジア主要投資国から TPP と RCEPの加盟国へ－ 

 

連宜萍（公立鳥取環境大学） 

１．背景と目的 

アジア太平洋地域では自由貿易協定（FTA）や経済連携協定（EPA）の交渉が盛んになり、調

印および発効の数が激増し、貿易と投資の自由化と円滑化が推進されてきた。例えば、2016 年

に米国や日本をはじめとする 12 ヶ国が TPP（環太平洋パートナーシップ）を調印し、加盟国間で

関税撤廃やサービス貿易の推進、高水準の通常ルールが構築されている。また、2020 年に日本、

中国、ASEAN（東南アジア諸国連合）などの 15 ヶ国が RCEP（地域包括的経済連携）を調印し、

世界での影響力を高めている。貿易と投資の自由化が多国籍企業の海外進出を促し、中間製品

を供給する上流企業の国際化を牽引するまで、グローバル・サプライチェーンは網の目のように

世界で張り巡らされている。しかし、2017年に米国のトランプ政権が TPP離脱を宣言した。その直

後、2018 年に米中貿易戦が勃発した。さらに、米中貿易戦が長期化しコロナ禍が収束しない

2020 年に RCEP が調印されたが、先行きに不透明感が増す。これまで推進されてきた自由貿易

が揺らいでいる。 

そこで、本研究は 2004 年〜2021 年の海外直接投資（FDI）の推移が把握したうえで、TPP と

RCEPの交渉拡大、調印、主要参加国の離脱などの変化が FDIに影響を与えたか否かを統計的

に推定する。 

 

２．分析方法 

まず、東アジアの主要投資国（日本、台湾、韓国、台湾）からの対外直接投資と TPP 加盟国及

びRCEP加盟国への対内直接投資について、UNTCADの統計データを用いて直接投資の動向

を把握する。 

次に、次の式で重回帰分析を行う。すなわち、投資国（i）から投資受入国（j）への FDI は投資

国の GDP 総額で見た経済規模（GDPi）、受入国の GDP 成長率で見た市場の成長性（GDPgj）、

両国の地理的距離（Dij）、受入国の労働者数（Lj）、両国の一人当たり GDP の差で見た所得の違

い（aGDPij）、受入国の工業品の輸入平均関税率（MFNj）を説明変数として、TPP と RCEP をダミ

ー変数として投入する。 

 

投資国は日本（TPPとRCEPに加盟）、台湾（2協定に未加盟）と中国（TPPに未加盟だがRCEP

に加盟）を選び、加盟状況の異なる 3か国の対外直接投資が FTAの影響を受けたかを確認する。

また、投資受入国は2協定に加盟しているマレーシアとベトナムを選び、低関税を求める国からの

直接投資の変化が TPP と RCEPにどの程度の影響を受けたかを推定する。 
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重回帰分析を実施する前に、まず説明変数間の相関係数を求め自己相関の高い説明変数を

いずれか 1 つ外す。また、重回帰分析を行うに際し、強制投入法ですべての説明変数が直接投

資の変化に影響を与える度合いを確認してから、ステップワイズ法で有意水準 10%以上の説明

変数の投入を順次に打ち切り、影響力のある変数だけ残す。 

 

３．結果 

日本、中国、韓国、台湾の対外直接投資について、2010〜15年の投資累計額は 2004〜09年

のそれに比べて 1.7 倍、3.5 倍、1.9 倍、1.7 倍と増加したが、2016〜21 年は 2010〜2015 年に比

べてそれが緩やかな成長に変化した。また、TPP と RCEP の加盟国の対内直接投資について、

同じ 2004〜09年、2010〜15年と 2016〜21年の 3時期の変化を見ると、日本と韓国の対内直接

投資は最初に減少したが、のちに増加に推移した。一方、中国と ASEAN 諸国のそれは最初に

増加したが、のちに緩やかな増加や減少に変化した。 

次に、重回帰分析の推定結果を説明する。⑴日本からベトナムへ、台湾からマレーシアへの

FDIの推定結果は自由度調整済みの決定係数（Adj R2）が低いため、影響要因が判明できない。

⑵日本からマレーシアの FDI変化に影響を与える要因は受入国の工業品の輸入関税率（MFNj）

と受入国の労働者数（Lj）である。⑶台湾からベトナムの FDI変化に影響を与える要因は RCEP と

MFNjである。⑷中国からマレーシアのFDI変化に影響を与える要因はGDPiのみである。⑸中国

からベトナムの FDI変化に影響を与える要因は GDPi、GDPgi、TPP と aGDPijである。 

 

４．考察 

自由貿易の推進が低関税や低製造コストを追求する多国籍企業のFDIを促すが、本研究が着

目する自由貿易の揺らぎは FDI に少なからず負の影響があると想定した。しかし、本研究の分析

結果から、台湾からベトナムのFDI変化がRCEPに影響されるほか、TPPやRCEPの交渉、調印、

主要国離脱などの変化は FDIに必ずしも影響を与えたとは言えない。 

考えられる理由は 2点ある。1点目、TPPや RCEPがそれぞれ交渉拡大の時から、操業に必要

な直接投資が十分に行われたので、自由貿易の揺らぎによって本来得られる利益が得られなくな

っても事業の撤廃が難しいからである。2点目、投資の目的が変化し、過去現地で生産した

製品を第三国に輸出するという輸出基地型の直接投資が多かったが、現在非製造業の海外

進出が増えているため、工業製品の関税撤廃を主と交渉されている TPPや RCEPは海外

直接投資に必ずしも影響を与えるわけではない。 

自由貿易の揺らぎは海外直接投資に影響を与えたか統計的な推定は可能であるが、サプ

ライチェーンの変化にどのような影響を与えたか推定できない。サプライチェーン変化な

ど、複数の多国籍企業に対しヒアリング調査を行う必要がある。これらを筆者の今後の課

題に残す。 

 

文献 4月提出の報告論文に詳しく挙げる。 


